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【表1.2.2-1.構造別、年代別、住戸専用面積】

（単位：㎡）

（※簡平：簡易耐火構造平屋建 簡二：簡易耐火構造２階建 耐火：耐火構造、以下同様）

�２ 公営住宅必要管理戸数をふまえた地域別の建替等の方針

① 北・中部のストックの現状と活用方針

木造・簡平は、公営住宅必要管理戸数をふまえ、一部の団地を建替え、その他の団地は可能な限り建替団地等

に集約を図る。簡二は、今後10～20年間で耐用年数を超過するので、改善せずに維持管理していく。

耐火住宅は、有効ストックとしてそのまま維持管理していく。

【表1.2.2-2.北・中部のストックの現状と活用方針】

（単位：戸）

② 京都・乙訓及び南部のストックの現状と活用方針

木造・簡平は、耐用年数を超過し団地規模も小さいので10年間で集約を進める。簡二は、耐用年数が約20年間

残っているので、維持管理していく。昭和45年度以前に建設された耐火住宅は、建替等の具体的な方針を決めて

いく。昭和46年度以後に建設された耐火住宅は、改善後10年間（エレベーター設置は20年間、リモデルは30年間）

維持管理する必要があるので、将来計画をふまえ、改善する棟を選定していく。昭和56年度以後に建設された耐

火住宅は、有効ストックとして原則としてそのまま維持管理していく。

【表1.2.2-3.京都・乙訓及び南部のストックの現状と活用方針】

（単位：戸）

�３ 個別団地の検討

① 建替可能戸数の検討

府営住宅は、エレベーターを備えた長寿社会対応（バリアフリー）住宅として整備していくため、原則として
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１棟40戸以上の団地として建替えていく。また、一部の団地においては、法令等の規制により現状の階数以下で

建替えねばならない場合もあり、建替可能戸数の検討が必要である。

なお、同一敷地内では必要戸数が確保できず、近隣にも移転先となる公営住宅等がない場合には、借り上げ公

営住宅の検討も必要である。

② 立地条件等の評価

公営住宅必要管理戸数をふまえ、北・中部の団地については、敷地の安全性、敷地へのアクセス、敷地の所有

関係、生活利便性、交通利便性などにより立地条件等を評価する。

③ 大規模団地の検討

管理戸数500戸を超える団地のうち、住戸専用面積が50㎡（４人世帯の最低居住面積水準）以上の北後藤団地

を除き、４団地においてはこれまで大規模な改善事業を実施してきている。今後、これらの大規模団地の建替を

検討するに当たっては、今まで実施してきた大規模改善事業をふまえて検討していく必要がある。また、コミュ

ニティの偏りを緩和させるため、建替に当たり一部の敷地を民間賃貸住宅や民間分譲住宅としていくことも検討

する必要がある。さらに、事業が長期間に渡ることになるので、随時、地域の公営住宅需要を見直し、柔軟な事

業展開が必要となる。
�４ 建替住戸の型別面積

① 府営住宅において目指すべき居住面積水準と住戸面積タイプ（住戸の型別）

京都府の全世帯における誘導居住水準達成率は、平成15年の「土地・住宅統計調査」結果では、48.8％である。

住宅困窮者対策として、収入の低い方から25％までを対象とする公営住宅においては、平成10年３月に出された

公営住宅企画計画指針を参考に、最低居住面積水準と誘導居住面積水準の間で、府営住宅の目標とすべき居住面

積水準を設定することが適当と考えられる。

また、住戸と世帯人数の乖離が起きても入居者の移転は容易ではないので、型別の細分化及び単身者専用住戸

の建設を避けて住戸の型別を考える必要がある。

【表1.2.2-4.国の住生活基本計画に定める居住面積水準】

※10歳未満の世帯人員がいる場合は、人数・年齢によって定められた面積を減ずる。

【表1.2.2-5.公営住宅企画計画指針に基づく住戸面積タイプの例】

② 建替等における府営住宅の型別戸数比率の考え方

現在の府営住宅入居者の世帯人数とその経年変化をふまえつつ、個別団地の状況に配慮し型別戸数の比率を検

討していく必要がある。なお、家族構成の多様化や住宅ニーズの変化、公営住宅入居世帯人数の減少傾向をふま

え、住宅タイプ（型別）及びその戸数比率については、柔軟に検討する。

【表1.2.2-6.世帯人数別、府営住宅居住世帯数及び比率】

（Ｈ18.4.1の府営住宅入居者の状況）
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【表1.2.2-7.世帯人数別、府営住宅居住世帯比率の経年変化】

�５ 地域のまちづくりや行政課題等への対応

府営住宅の建替に当たり、集会所や児童遊園を災害時の拠点や地域コミュニティの活性化のために活用すること

や、ＰＦＩ手法の導入、地球温暖化防止等の環境対策、府内産木材の活用などに対応するなど、地域のニーズや府

の政策課題に積極的に取組み、府の政策のモデルを目指す。

1.2.3.府営住宅ストックの改善の方針
�１ 大規模団地の将来計画との整合

エレベーターを設置した場合には原則として20年間、その他のストック改善を行った場合は原則として10年間は

建替・用途廃止ができないため、大規模団地については将来計画を検討しつつ、整合のとれた改善を進めていく。
�２ トータルリモデル（全面的改善）の完了

耐火構造の住宅を70年間活用する手法として、平成13年度からトータルリモデル（全面的改善）事業を実施して

きたが、将来計画を検討しつつ、現在事業継続中の西大久保団地の計画をもって本事業を完了させる。
�３ エレベーターの設置

原則として、５階建40戸以上の片廊下型住棟を対象に、団地間のバランス及び将来計画をふまえて、入居者との

調整を図りつつ管理戸数の多い住棟から設置していく。

なお、コスト縮減等のため、既存住棟については４人乗りのエレベーターを設置する。

【表1.2.3-1.既存住宅への年度別エレベーター設置状況（トータルリモデルを含む）】

既存共同建住宅約１万２千戸のエレベーターの設置率；約15％

�４ バリアフリー化の推進

建替、トータルリモデルにより住戸のバリアフリー化（段差なし、手すり付き、廊下等の幅が広い）を進める。

また、一定の条件に基づき入居者の要望により、既存住宅の個別改善を行いセミバリアフリー化（手すりの設置、

入りやすい浴槽への改善等）を進める。

【表1.2.3-2.年度別バリアフリー化の進捗状況】

平成17年度末で全府営住宅に対するバリアフリー化率は約17％

セミバリアフリー住宅は戸数に含めていない

【表1.2.3-3.高齢者（65歳以上）のいる世帯比率の推移】

内訳；高齢者単身世帯約36％、単身を除く高齢者のみの世帯約39％、その他約25％
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�５ その他の改善

① 外壁落下防止改修及び屋上断熱化防水の実施

住棟ごとに現況を把握し、緊急性の高いものから順次実施する。

② 浴室設置及び電気容量改修の実施

今後10年間以上維持管理を行う予定の耐火住宅において、府による浴室が未設置の場合は、入居者からの要望

をふまえ、順次、浴室設置を行う。今後10年間以上維持管理を行う予定の耐火住宅において、電気容量改修が必

要な場合は棟単位で実施する。

③ 住宅用火災警報器の設置及び地上波デジタル放送への対応

住宅用火災警報器は、平成18年度から平成22年度にかけて全府営住宅に計画的に設置していく。地上波デジタ

ルテレビ放送への対応は、平成23年７月にアナログテレビ放送が終了することをふまえ、平成19年度から平成22

年度にかけて、府営住宅のうち共同住宅を対象に計画的に改修を進める。

1.2.4.府営住宅の管理方針
�１ 適切な維持保全の方針

特に、京都・乙訓及び南部の耐火構造の住宅については、年々建設後年数が増加することにより、外壁や屋上防

水、給水管の劣化等が進んでいる。定期的な点検に基づく計画修繕及び緊急修繕により、適切な維持保全に努める。
�２ 適切な募集と入居者管理

住宅困窮度の高い世帯に的確に府営住宅を供給し、府民の入居機会を拡大し、入居者と非入居者の不公平感を緩

和するため、入居承継範囲を見直すとともに、高額所得者や収入超過者の退去を促進する。また、入居世帯の人数、

構成等と住宅規模の乖離の解消を図るため、効果的な型別供給を行うとともに、特定入居制度を活用して住み替え

を促進する。中堅所得者層に対するファミリー向け住宅である特定公共賃貸住宅を低廉な家賃で提供することによ

り、子育て・障害者世帯の家賃負担の軽減を図る。
�３ 既存ストックの幅広い活用

多様な府営住宅需要に対応するため、空家募集戸数の一部について、高齢者、障害者、母子・父子世帯、犯罪被

害者、ＤＶ被害者、外国人研究者等に対する優先入居を引き続き行う。また、一定の条件に合致する場合、既存住

宅を使用したグループホームの開設等、府営住宅の福祉施設としての活用も柔軟に対応する。

1.2.5.京都府営住宅ストック総合活用計画（第二次）に基づく事業計画
�１ 計画期間

平成18年度から27年度までの10ヶ年（５年ごとに10ヶ年計画として見直し）
�２ 計画の考え方

・耐用年数を経過した住戸の早期の建替・集約及び老朽化した耐火住戸の計画的建替

・地域別公営住宅需要（北中部、京都・乙訓、南部）をふまえた建替・集約の実施

・将来の建替、集約等をふまえた計画的な改善の実施

・建替、改善内容の変更も含めた徹底したコストダウンの実施

・適切な入居者管理及び入居世帯人数と住宅規模が乖離した場合の住み替え促進
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�３ 事業計画

1.3.過年度実績について

平成13～22年度の10年間のストック総合活用計画とその実績は下表のとおりである。耐火構造の既存住宅を長期にわ

たり活用し、既存住宅の水準を建替住宅に近づけるべく、トータルリモデルをはじめとする各種改善事業を中心に行っ

てきている。
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【ストック総合活用計画と実績】

計画と実績の対比表によれば、平成17年度までの達成率は5.8％～37.3％という結果となっている。平成13～22年度

までの計画に対し、達成率については、各事業項目の前期における目標量が記載されていないため、進捗度が早いのか、

遅いのかこの実績表からは判断できない。

計画と実績を比較する目的は、計画との差異を把握しその差異はなぜ発生したのかの原因を明らかにして、次のアク

ションにつなげていくことにある。いわゆる ��������	
�	���	
���のＰＤＣＡサイクルを確立することが必要

となる。
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２ 住宅政策に関する事業の予算等
�１ 平成22年度京都府一般会計当初予算額

（予算額の単位：千円）

�２ 平成22年度建設交通部一般会計当初予算額内訳

（予算額の単位：千円）
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部所管予算額の推移

府歳出予算額と部所管予算額の比較

京都府の予算額は、平成10年度をピークに減少もしくは横這いの傾向にある。

また、府予算に占める部所管予算の割合は平成22年度当初予算で8.0％である。

■ 部所管予算額（項別）

府予算額が横ばいの状況にある中で、部所管の予算額は減少している。各項の予算額では、道路橋りょう費が約

５割、河川海岸費が約２割となっている。

３ 住宅課の概要

3.1.業務内容

京都府組織規程の第62条に住宅課の業務内容が定められている。第62条の内容は以下のとおりである。
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組織規程に基づき住宅課は以下の業務内容を行っている。

平成22年度の主要事業の概要は以下のとおりである。

Ⅰ．多様な公的賃貸住宅の整備と運用
�１ 既存府営住宅の計画的建替・改善等の推進

■ 府営住宅の建設（建替）

建設後長期間が経過し老朽化が著しく、設備、間取りの陳腐化や現在の居住面積水準を満たさない小規模な府

営住宅の建替を計画的に行い、居住水準の向上を図るとともに、安全な住環境の整備
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※槇島団地整備事業は入札中止の決定により実施時期は未定となっている。

■ 府内産木材の利用促進

常団地の木造集会所

地域の資源や技術を活用した府営住宅は、親しみやすさを

高めるだけではなく、環境との共生や地域文化の継承にも貢

献。木造集会所の建設のほか、鉄筋コンクリート造の住宅の

棟でも住戸内の内装パネルの枠材及び押入れの仕上げ材に府

内産木材を活用

■ 既設府営住宅の改善

既設府営住宅の居住水準の向上、高齢者対応、安全性確保、住環境の整備を図るため、府営住宅ストック総合

活用計画に基づき、全面的改修（トータルリモデル）、エレベーター設置、高齢者向け改善、外壁改修工事、屋

上断熱化防水工事、公共下水道接続工事、駐車場設備等を実施、また、身体障害者や高齢者が利用しやすいスロー

プ、手すりの設置等共用部分の改善を図るとともに、入居者の身体状況にあわせた住戸内等の改善を行い、住生

活における安全性、利便性を向上




